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  運用報告書（全体版） 

ＴＨＥ日本株オープン 
（円投資型） 

 

 
 

第12期（決算日：2019年３月５日） 

第13期（決算日：2019年６月５日） 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、お手持ちの「ＴＨＥ日本株オープン（円投資

型）」は、去る６月５日に第13期の決算を行いました

ので、法令に基づいて第12期～第13期の運用状況を

まとめてご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 2025年12月５日まで（2016年２月５日設定） 

運用方針 

ＴＨＥ日本株マザーファンド受益証券への投
資を通じて、主としてわが国の株式に投資を
行います。 
マザーファンド受益証券の組入比率は高位を
維持することを基本とします。 
株式以外の資産への実質投資割合（信託財産
に属する株式以外の資産の時価総額と信託財
産に属するマザーファンドの受益証券の時価
総額にマザーファンドの信託財産の総額に占
める株式以外の資産の時価総額の割合を乗じ
て得た額との合計額が信託財産の総額に占め
る割合）は、原則として信託財産の総額の50％
以下とします。 

主要運用対象 

ベ ビ ー
ファンド 

ＴＨＥ日本株マザーファンド受
益証券を主要投資対象とします。
なお、わが国の金融商品取引所上
場株式に直接投資することがあ
ります。 

マ ザ ー
ファンド 

わが国の金融商品取引所上場株
式を主要投資対象とします。 

主な組入制限 

ベ ビ ー
ファンド 

株式への実質投資割合に制限を
設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

マ ザ ー
ファンド 

株式への投資割合に制限を設け
ません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

分配方針 

原則として、決算日の前営業日の基準価額に
応じ、分配をめざします。経費等控除後の配
当等収益および売買益（評価益を含みます。）
等の全額を分配対象額とし、分配金額は、基
準価額水準、市況動向等を勘案して委託会社
が決定します。ただし、分配対象収益が少額
の場合には分配を行わないことがあります。 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

 

252390 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近10期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
東 証 株 価 指 数 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

(分配落) 
税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

（ＴＯＰＩＸ） 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

４期(2017年３月６日) 10,889 300 9.3 1,554.90 6.0 97.8 － 3,681 

５期(2017年６月５日) 11,169 300 5.3 1,609.97 3.5 96.4 － 2,547 

６期(2017年９月５日) 10,979 400 1.9 1,590.71 △ 1.2 98.0 － 1,982 

７期(2017年12月５日) 12,014 600 14.9 1,790.97 12.6 97.2 － 2,236 

８期(2018年３月５日) 11,347 400 △ 2.2 1,694.79 △ 5.4 98.0 － 2,391 

９期(2018年６月５日) 11,447 400 4.4 1,774.96 4.7 96.6 － 2,465 

10期(2018年９月５日) 10,383 200 △ 7.5 1,704.96 △ 3.9 97.8 － 2,104 

11期(2018年12月５日) 9,578 0 △ 7.8 1,640.49 △ 3.8 97.8 － 1,903 

12期(2019年３月５日) 9,154 0 △ 4.4 1,619.23 △ 1.3 98.2 － 1,730 

13期(2019年６月５日) 8,723 0 △ 4.7 1,530.08 △ 5.5 97.2 － 1,680 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 基準価額動向の理解に資するため、参考指数を掲載しておりますが、当ファンドのベンチマークではありません。 

（注） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）とは、東京証券取引所第一部に上場する内国普通株式全銘柄を対象として算出した指数で、わが国の株式

市場全体の値動きを表す代表的な株価指数です。ＴＯＰＩＸに関する知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。東

京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。東京証券取引所は、

ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の停止またはＴＯＰＩＸの商標の変更もしくは使用の停

止を行う権利を有しています。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

○当作成期中の基準価額と市況等の推移 

決 算 期 年 月 日 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
東 証 株 価 指 数 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

 騰 落 率 （ＴＯＰＩＸ） 騰 落 率 

第12期 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2018年12月５日 9,578 － 1,640.49 － 97.8 － 

12月末 8,540 △10.8 1,494.09 △8.9 98.2 － 

2019年１月末 8,964 △ 6.4 1,567.49 △4.4 98.3 － 

２月末 9,065 △ 5.4 1,607.66 △2.0 98.3 － 

(期  末)       

2019年３月５日 9,154 △ 4.4 1,619.23 △1.3 98.2 － 

第13期 

(期  首)       

2019年３月５日 9,154 － 1,619.23 － 98.2 － 

３月末 9,045 △ 1.2 1,591.64 △1.7 97.3 － 

４月末 9,249 1.0 1,617.93 △0.1 97.2 － 

５月末 8,655 △ 5.5 1,512.28 △6.6 97.1 － 

(期  末)       

2019年６月５日 8,723 △ 4.7 1,530.08 △5.5 97.2 － 
 

（注） 騰落率は期首比。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

運用経過
第12期～第13期：2018年12月６日～2019年６月５日

当作成期中の基準価額等の推移について

基準価額等の推移
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参考指数：左目盛

基準価額：左目盛

純資産総額：右目盛

第 12 期 首 9,578円
第 13 期 末 8,723円
既払分配金 0円
騰 落 率 －8.9％

※分配金再投資基準価額は、分配金が支払われた場合、収益分配金
（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、
ファンドの運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについ
ては、受益者のみなさまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、
各個人の受益者のみなさまの損益の状況を示すものではない点に
ご留意ください。

ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

基準価額は当作成期首に比べ、8.9％の下落となりました。
基準価額の動き

基準価額の主な変動要因

米中通商交渉の進展期待が高まったことなどを背景に、一時的に
国内株式市況が上昇したことが、基準価額の一時的な上昇要因と
なりました。

上昇要因

米国を中心とする貿易摩擦の拡大による業績悪化懸念が強まった
ことなどを受けて国内株式市況が下落したことが、基準価額の下
落要因となりました。

下落要因

ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

第12期～第13期：2018年12月６日～2019年６月５日

投資環境について

国内株式市況
当作成期首から2018年12月下旬にかけては、米国の長短金利差縮小を背景とした景気減速
懸念が強まったことや中国大手通信機器メーカーの幹部がカナダ当局に逮捕され米中関係の
悪化が懸念されたことなどを受けて投資家のリスク回避姿勢が強まる中、国内株式市況は下
落しました。
2019年１月上旬から４月末にかけては、米中通商交渉の進展期待や米国の利上げ観測の後
退などを背景に上昇しました。
５月上旬から当作成期末にかけては、トランプ米大統領が中国への関税の引き上げを表明し、
実際に発効されたことを受けて、貿易摩擦の拡大懸念が強まったことなどを背景に、企業業
績の悪化懸念から国内株式市況は下落しました。

当該投資信託のポートフォリオについて

ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）
ＴＨＥ日本株マザーファンド受益証券を通じて、わが国の株式に投資しています。

ＴＨＥ日本株マザーファンド
基準価額は当作成期首に比べ8.3％の下落となりました。
競争力があり成長が見込める優良企業の株式の中から割安と判断される銘柄に厳選して投資
することにより、値上がり益の獲得をめざすべく、運用を行ってまいりました。また、組入
銘柄・組入比率は割安度・競争力・業績動向などを総合的に考慮して決定しました。
組入銘柄数は51～56銘柄程度で推移させました。株価水準と企業の競争力や業績の変化な
どを勘案し、より割安と判断される銘柄への入れ替えを機動的・継続的に行いました。当作
成期では武田薬品工業や日立製作所など24銘柄を新規に組み入れました。また、キーエンス
やリクルートホールディングスなど25銘柄を全株売却しました。
以上の投資判断の結果、組入銘柄の株価下落により、基準価額は下落しました。パフォーマ
ンスに寄与・影響した銘柄は以下の通りです。

（プラス要因）
銘柄
オリエンタルランド：「東京ディズニーリゾート」を運営。イベント効果などによりテーマ

ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

パークの入園者数が堅調に推移することなどに期待し、当作成期首より組み入れていました。
イベント効果などを受けて2019年３月期第３四半期決算において堅調な業績が確認された
ことなどから、株価は堅調に推移し、プラスに寄与しました。なお、当作成期中に全株売却
しました。
ＳＧホールディングス：宅配便業界大手。適正運賃収受や不採算ビジネスの縮小などによる
収益性の向上に期待し、当作成期首より組み入れていました。宅配便個数の堅調な伸びなど
を背景として株価は堅調に推移し、プラスに寄与しました。

（マイナス要因）
銘柄
エーザイ：神経系、消化器系に強みを持つ医薬品メーカー。抗がん剤「レンビマ」の拡販に
加え、アルツハイマー病治療薬の開発成功に期待し、当作成期首より組み入れていました。
アルツハイマー病治療薬の一つである「アデュカヌマブ」の開発中止が発表されたことを受
けて株価は下落し、マイナスに影響しました。なお、当作成期中に全株売却しました。
ソニー：ＡＶ機器大手。音楽やゲームなどのエンターテインメント分野でのコンテンツ強化
やスマートフォンのカメラの多眼化による半導体ビジネスの成長に期待し、当作成期首より
組み入れていました。競合企業の新ゲーム機発表により将来的にゲーム事業の競争力が低下
するとの見方が広まったことで株価は軟調に推移し、マイナスに影響しました。

（ご参考）

■組入上位10業種

作成期首
2018年
12月５日

電気機器
14.4％

情報・通信業
11.9％

輸送用機器
8.1％

サービス業
8.7％

機械
7.0％

小売業
6.4％

化学
5.4％

医薬品
5.1％

銀行業
4.9％

卸売業
4.0％

その他
24.0％

電気機器
15.5%

情報・通信業
12.1%

輸送用機器
7.5%

サービス業
6.9%

卸売業
6.2%

小売業
6.1%

不動産業
5.9%

機械
5.3%

化学
5.1%

銀行業
4.6%

その他
24.8%

作成期末
2019年
６月５日

（注）比率は現物株式評価額に対する割合です。

ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

第12期～第13期：2018年12月６日～2019年６月５日

当該投資信託のベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けてお
りません。右記のグラフは当ファンド（ベビーファン
ド）の基準価額と参考指数の騰落率との対比です。
参考指数は、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）です。

－6.0

－5.0

－4.0

－3.0

－2.0

－1.0

0.0

第13期
2019/３/５ ～ 
2019/６/５

第12期
2018/12/５ ～ 
2019/３/５

（％）

ファンド
参考指数

基準価額と参考指数の対比（騰落率）

分配金について
収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、分配対象額の水準等を勘案し、次表の通
りとさせていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産
中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり、税込み）

項　目 第12期
2018年12月６日～2019年３月５日

第13期
2019年３月６日～2019年６月５日

当期分配金（対基準価額比率） －（－％） －（－％）

当期の収益 － －

当期の収益以外 － －

翌期繰越分配対象額 948 1,018

（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基
準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファ
ンドの収益率とは異なります。

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨て
で算出しているため合計が当期分配金と一致しな
い場合があります。

ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

今後の運用方針（作成対象期間末での見解です。）

ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）
今後の運用方針
ＴＨＥ日本株マザーファンド受益証券の
組入比率は、引き続き高水準を維持する
方針です。国内株式の実質組入比率につ
きましても、概ね90％以上の水準を維持
する方針です。

ＴＨＥ日本株マザーファンド
運用環境の見通し
米国を中心とする貿易摩擦などの不透明
要素に加え、2019年10月に予定されて
いる消費税増税による国内景気の下押し
懸念などが強まっています。しかしなが
ら株主還元強化やガバナンス体制強化な
どの企業の前向きな変化が見られている
ことや株価下落によるバリュエーション
面での魅力の高まっていることなどから
国内株式市況は堅調に推移するものと考
えています。

今後の運用方針
わが国の競争力があり成長が見込める優
良企業の株式の中から、割安と判断され
る銘柄を厳選して投資を行います。
投資の主な対象となる「競争力があり成
長が見込める優良企業」とは、業界内の
シェアや株主還元、財務の健全性の観点
で相対的に評価が高く、利益成長が見込

めると判断する企業をいいます。
「競争力があり成長が見込める優良企
業」の観点では、「業界内におけるシェ
ア」が高い企業に注目しています。そう
した企業は優れた製品やサービスを武器
に中長期的に売上・利益を拡大させてい
くことが期待できます。今後も企業調査
を強化し、「競争力があり成長が見込め
る優良企業」の発掘に注力します。
そうした「競争力があり成長が見込める
優良企業」の中で、さらに「割安」な銘
柄に厳選して投資することで、個別銘柄
選択効果によるパフォーマンス向上に努
める所存です。

ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

2018年12月６日～2019年６月５日

１万口当たりの費用明細

項目
第12期～第13期

項目の概要
金額（円） 比率（％）

(ａ)信 託 報 酬 69 0.775 (ａ)信託報酬＝作成期中の平均基準価額×信託報酬率×（作成期中の日数÷年間日数）

( 投 信 会 社 ) (34) (0.377) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書等の作成等の対価
( 販 売 会 社 ) (34) (0.377) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等の対価
( 受 託 会 社 ) (2) (0.022) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

(ｂ)売買委託手数料 11 0.119 (ｂ)売買委託手数料＝作成期中の売買委託手数料÷作成期中の平均受益権口数
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料

( 株 式 ) (11) (0.119)

(ｃ)そ の 他 費 用 0 0.002 (ｃ)その他費用＝作成期中のその他費用÷作成期中の平均受益権口数

( 監 査 費 用 ) (0) (0.002) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用
( そ の 他 ) (0) (0.000) 信託事務の処理等に要するその他諸費用

合　　計 80 0.896

作成期中の平均基準価額は、8,967円です。

（注）作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税
等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変
動があるため、簡便法により算出した結果です。

（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してありま
す。

（注）売買委託手数料およびその他費用は、このファン
ドが組み入れている親投資信託が支払った金額の
うち、当ファンドに対応するものを含みます。

（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円
未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で
除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第３
位未満は四捨五入してあります。

ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

（参考情報）
■総経費率
当作成対象期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数
料及び有価証券取引税を除く。）を作成期中の平均受益権口数に作成期中の平均基準価額（１
口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.55％です。

運用管理費用（受託会社）
0.04％

その他費用
0.00％

運用管理費用（販売会社）
0.76％

運用管理費用（投信会社）
0.76％

総経費率
1.55％

（注）費用は、１万口当たりの費用明細において用いた
簡便法により算出したものです。

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手
数料及び有価証券取引税を含みません。

（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）前記の前提条件で算出したものです。このため、

これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。

ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

○売買及び取引の状況 (2018年12月６日～2019年６月５日) 

 

銘 柄 
第12期～第13期 

設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
ＴＨＥ日本株マザーファンド 123,149 146,132 179,790 211,696 

 
 
 

○株式売買比率 (2018年12月６日～2019年６月５日) 

 

項 目 
第12期～第13期 

ＴＨＥ日本株マザーファンド 

(a) 当作成期中の株式売買金額 5,235,193千円 
(b) 当作成期中の平均組入株式時価総額 3,020,122千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.73   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2018年12月６日～2019年６月５日) 

 

＜ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜ＴＨＥ日本株マザーファンド＞ 

区       分 

第12期～第13期 

買付額等 
Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 2,462 507 20.6 2,772 457 16.5 

平均保有割合 55.9%       
 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

 

＜ＴＨＥ日本株マザーファンド＞ 

種     類 
第12期～第13期 

買 付 額 

 百万円 
株式 48 

 
 
 

 

項 目 第12期～第13期 
売買委託手数料総額（A） 2,074千円 
うち利害関係人への支払額（B） 394千円 

（B）／（A） 19.0％   
 

（注） 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 

 

○組入資産の明細 (2019年６月５日現在) 

 

銘 柄 
第11期末 第13期末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

ＴＨＥ日本株マザーファンド 1,507,070 1,450,429 1,663,642 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2019年６月５日現在) 

項 目 
第13期末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

ＴＨＥ日本株マザーファンド 1,663,642 98.6 

コール・ローン等、その他 24,429 1.4 

投資信託財産総額 1,688,071 100.0 
 
 
 

  

親投資信託残高 
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 

項 目 
第12期末 第13期末 

2019年３月５日現在 2019年６月５日現在 

  円 円 

(A) 資産 1,739,077,468   1,688,071,028   

 コール・ローン等 23,491,695   23,206,703   

 ＴＨＥ日本株マザーファンド(評価額) 1,715,372,530   1,663,642,579   

 未収入金 213,243   1,221,746   

(B) 負債 8,114,485   8,064,733   

 未払解約金 1,506,502   1,194,743   

 未払信託報酬 6,595,162   6,856,646   

 未払利息 27   38   

 その他未払費用 12,794   13,306   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,730,962,983   1,680,006,295   

 元本 1,890,986,246   1,925,913,384   

 次期繰越損益金 △  160,023,263   △  245,907,089   

(D) 受益権総口数 1,890,986,246口 1,925,913,384口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,154円 8,723円 
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

○損益の状況 

項 目 
第12期 第13期 

2018年12月６日～ 
2019年３月５日 

2019年３月６日～ 
2019年６月５日 

  円 円 

(A) 配当等収益 △      2,949   △      2,853   

 受取利息 3   3   

 支払利息 △      2,952   △      2,856   

(B) 有価証券売買損益 △ 70,573,723   △ 74,771,950   

 売買益 8,829,187   1,208,626   

 売買損 △ 79,402,910   △ 75,980,576   

(C) 信託報酬等 △  6,608,088   △  6,869,952   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 77,184,760   △ 81,644,755   

(E) 前期繰越損益金 △243,211,579   △308,684,629   

(F) 追加信託差損益金 160,373,076   144,422,295   

 (配当等相当額) (  133,192,856)  (  138,198,757)  

 (売買損益相当額) (   27,180,220)  (    6,223,538)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △160,023,263   △245,907,089   

(H) 収益分配金 0   0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △160,023,263   △245,907,089   

 追加信託差損益金 160,373,076   144,422,295   

 (配当等相当額) (  133,193,778)  (  139,181,067)  

 (売買損益相当額) (   27,179,298)  (    5,241,228)  

 分配準備積立金 46,240,701   57,003,905   

 繰越損益金 △366,637,040   △447,333,289   
 

（注） (B)有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

＜注記事項＞ 

①作成期首（前作成期末）元本額 1,987,509,547円 

作成期中追加設定元本額 165,586,740円 

作成期中一部解約元本額 227,182,903円 

また、１口当たり純資産額は、作成期末0.8723円です。 

②純資産総額が元本額を下回っており、その差額は245,907,089円です。 

③分配金の計算過程 

項 目 
2018年12月６日～ 
2019年３月５日 

2019年３月６日～ 
2019年６月５日 

費用控除後の配当等収益額 －円 12,453,477円 

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円 －円 

収益調整金額 133,193,778円 139,181,067円 

分配準備積立金額 46,240,701円 44,550,428円 

当ファンドの分配対象収益額 179,434,479円 196,184,972円 

１万口当たり収益分配対象額 948円 1,018円 

１万口当たり分配金額 －円 －円 

収益分配金金額 －円 －円 
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ＴＨＥ日本株オープン（円投資型）

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（https://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 
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